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０．実績報告の流れ

1

支払いと領収書の受領

領収書の内容確認

支出項目ごとに分類

領収書貼付台紙に貼付け

貼付けた順番に領収書番号を記入
支出内訳兼領収書一覧表に内容を転記

支出内訳兼領収書一覧表の項目毎の合計額
を、収支決算書の各支出項目に転記

（事業収入がある場合）

収支決算書の収入の部に記入

対象経費の合計額（Ｃ欄）から、
交付金額を算出して記入

事業報告書やその他の書類を作成し、京都府教育庁指導部
社会教育課（以下「社会教育課」という。）へ提出

（令和４年４月1１日（月）までに必着）

⇒詳細はP.11へ

補足がある場合は、
余白にメモ書き♪

⇒詳細はP.14へ

⇒詳細はP.7へ

⇒詳細はP.4へ

Ｃ欄の1/3
または交付決定額の少ない方の額

エラーが表示されていないか
もう一度確認！！

受け取ったら
その場ですぐチェック！



１．実績報告の方法

（１）提出期限

（２）提出書類

・事業完了後30日以内 又は 令和４年4月1１日(月) の

いずれか早い日（必着）

【注意事項】
・年度末は実績報告書の提出が集中しますので、事業完了後速やかに提出してください。
・年度末に提出された実績報告書に基づく交付金は、支払まで期間を要します（最大３か

月）。あらかじめご了承ください。
・提出期限までに実績報告書が提出されない場合、交付金はお支払いできません。
・提出資料の内容について、社会教育課から問い合わせることがあります。コピーを保管
するなど内容を確認できるようにしておいてください。

必要書類（各１部） 備考

①実績報告書
（第４号様式）

京都府教育委員会教育長
あて

必須

(公財)京都府市町村振興協
会理事長 あて

協会からの交付決定を受けている場合のみ提出

添付資料

②関係書類チェックリスト
必要な関係書類を全て揃え、チェックした上で提出をお願いしま

す。

③事業報告書（別紙４－１） ⇒P.3参照

④収支決算書（別紙４－２） ⇒P.4参照

⑤支出内訳兼領収書一覧表（別紙４－３） ⇒P.7参照

⑥団体運営力向上活動報告書（別紙４－４） 該当がある場合のみ提出 ⇒P.8参照

⑦業務日報（人件費を対象経費としている場合
のみ）

人件費を対象経費としている場合は、日報等事業従事が確認でき

るもの

⇒P.9参照

⑧領収書（写し）

支出内訳兼領収書一覧表と対応するよう整理し、領収書（写し）

が重ならないように台紙に貼り付けて提出してください。

⇒P.11参照

⑨事業実施状況が分かる参考資料

記録写真・掲載された新聞記事・広告等

交付金を活用して作成したチラシ、冊子等成果物、

HPの写しなど

※以下資料のほかにも、実績報告の内容を確認するための追加資料の提出を求める場合があります
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③事業報告書（別紙4-1）

（３）事業報告書作成時の留意点
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④収支決算書（別紙4-2）

団体運営力向上活動分を活用した
場合は、団体運営力向上活動報告
書（別紙4-4）の計算結果を転記
してください。

「対象経費 計（C）」にそれぞれの交
付率を乗じて算出された額（千円未満切
り捨て）か、交付決定額のどちらか低い
方が交付金額となります。

支出内訳は各項目の合計金額のみを
記入し、詳細な積算根拠については、
支出内訳兼領収書一覧表（別紙4-
3）に記載してください。
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この箇所にメッセージが表示されて
いる場合は、金額が不整合を起こし
ています。内容を再度確認してくだ
さい。

事業収入がある場合は、積算内訳がわかる
ように内容を記載してください。

（４）収支決算書作成時の留意点



外注費が総額上限を超過した場合における申請書の記載方法について 

 

 外注費の総額上限については、対象経費（C）の 1/2 以内となります。外注費が総額上限を超過

した場合、外注費の計算方法については以下のとおりです。また、超過分は、対象外経費（Ｄ）に

なります。 

 

１．外注費が総額上限を超過した場合（例） 

 
 

＜外注費の総額上限の計算方法＞ 

 外注費以外の経費（謝金、人件費、旅費、諸費、備品購入費） 

の合計額と外注費を同額にすれば、外注費は対象経費（C）の 1/2となります。 

 

２．外注費計算後における申請書記載例（確定版） 

 

＜外注費の総額上限（超過）＞ 

2,000,000×1/2＝1,000,000＜1,500,000円 

 

ただし、上記総額上限に合せて外注費を減

額すると、対象経費も同様に減少するた

め、1/2以内にはなりません。最終的な総

額上限の計算方法は以下のとおりとなり

ますのでご留意ください。 

総額上限 

 

対象経費(C) 

 

＜対象外経費(Ｄ)＞ 

1,500,000－500,000＝1,000,000 

対象外経費(D) 

 

申請時 

 

確定金額 

 

合計 500,000円(★） 

＜上記事例の具体的な計算方法＞ 

外注費以外の経費の合計額 500,000円

(★)＝外注費イ 500,000円 

 

この場合 

1,000,000×1/2＝500,000≧500,000円 

 総額上限 

 

対象経費(C) 

 

イ 

ア イ 

ア 

外注費 

 

外注費 

 

外注費が総額上限を超過した場合
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（５）総額上限を超過した場合における記載方法



謝金の合計額が総額上限を超過した場合
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⑤支出内訳兼領収書一覧表（別紙4-3）

当該支出の事業の実施地域が「京都
市域外」 「京都市域内」のいずれか
を選択してください。

作成した支出内訳兼領収書一覧表の小計
欄と、収支決算書（別紙4-2）の各支出
項目の金額欄を一致させてください。

提出する領収書には個別にNo.を割り
振り、領収書No.と一致させて、整理
してください。

支出項目毎に作成してください。
※「旅費内訳書（兼受領書）（参考様式）」で
旅費の報告を行う場合は、当一覧表は不要です
（募集要領P.13参照）。
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（６）支出内訳兼領収書一覧表作成時の留意点

必ず、領収書１枚につき１行で記載してください！
※例えば、領収書No欄に1～5と記載し、金額にNo1～5の領収書の合計額を記載せずに、

1行には領収書No1分のみ記載し、5行分記載してください。
※合算での金額記入は審査業務に支障をきたし、額の確定が遅れる要因となりますので、
ご理解願います。



⑥団体運営力向上活動報告書（別紙4-4）

交付金申請事業を実施する地域が「京
都市内のみ」「京都市外を含む」のい
ずれかを選択してください。

団体運営力向上活動計画書（別紙1-5）で計
画された内容と照らし合わせながら、実施内
容や支出の内容、積算内訳が分かるように記
入してください。

自動計算によって算出された計算結果を収支決算
書（別紙4-2）の下欄に転記してください。
ただし、自動計算で算出された金額が団体運営力
向上活動分の交付決定額を超過した場合は、交付
決定となった金額を上書きしてください。
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（７）団体運営力向上活動報告書作成時の留意点



⑦業務日報（人件費を対象経費とする場合のみ）

業務に従事した方の氏名・住所を記入
してください。領収書を兼ねる資料の
ため住所が必要となっています。

業務日、業務従事者氏名、業務内容、金額、
受領日をご記入の上、業務に従事した方の、
受領印(自署可)を押印してください。
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（８）業務日報作成時の留意点



（１）対象経費

対象となる経費は次の項目をすべて満たすものです。

①交付決定した事業を実施するために直接必要になるもの

※事業で直接活用しないもの、事業のためであっても申請内容にない支出は対象外

※今年度使用した物品の補充や来年度に使用するための物品購入は対象外

②対象期間（令和３年４月１日～令和４年３月31日）内かつ事業実施期間（交付決定日又

は事前着手日～実績報告日）内に支払いがあるもの

※対象期間外に支出したものであっても、今年度に履行するものであり、やむを得ない

事情がある場合は対象経費となる場合がありますので、担当者に相談してください。

③要件を満たした領収書等により金銭の授受が確認できるもの（領収書に関する注意事項

→P.11）

２．対象経費と領収書

例えば、以下のような経費は対象外です。
・経常的な団体運営に要する経費

（人件費のほか電話代、光熱水費、ガソリン代など、経常的な経費と区分ができない経費も
含む。ただし、人件費は重点課題対応プログラムの場合を除く。）

・個人給付的な経費（抽選会の景品や参加賞、ワークショップの材料費等）
・食糧費
・用地取得費、補償費
・現金以外の物品（例：菓子・図書券等）などによる謝礼
・特段の理由なく利用したタクシーや自家用車の旅費
・過度に高額な宿泊費
・食事代との切り分けができない宿泊費
・海外講師招へいの場合、海外から日本国内までの旅費
・団体印や個人の名刺等の作成費
・食費と切り分けのできない会場代（例：レストランでの会議など）
・事業実施に関連のない会議等の会場費（例：団体の理事会や定例会など）
・交付金申請書や実績報告書作成に係るコピー代
・交付金の活用により作成し、販売に供するもの
・ノベルティの作成に係る費用
・団体の経常的な運営に利用可能な汎用性の高い物品
・団体が所有又は常時使用している施設や設備等の修繕や改築工事費用
・個人の所有物に付加価値をつける工事費用

10

※上記の対象外経費であっても、交付決定においてやむを得ない事情により認められた経

費は対象となります。



（２）領収書

①領収書に関する注意事項
領収書は、以下の要件を満たし、必ず金銭受領者が発行したものを受け取るようにしてく

ださい。未記入、不鮮明で読み取れない等の場合は対象となりません。また、交付決定団体
によって修正、追記された領収書は対象とはなりませんので、必ず発行者に正確な記入を求
めてください。
※メモや追記をする場合は、領収書の貼付台紙に記入してください。
（領収書の整理方法→P.14）

※旅費については、支出日程、経路、所要額が明記され、支給対象者（構成員やスタッフ）が旅費を
受領したことがわかる一覧表等の資料をもって、証拠書類とすることができます。なお、外部講師
等謝金については、上記以外に住所の明記も必要です。
（参考資料→募集要領P.13）

【領収書のチェックポイント】

①支払実態が確認できる書類
か

○購入内容及び購入日から、交付決定事業のために支出された
ことが明確に分かる、レシート又は内訳が分かる領収書のみ
を対象とします。

○納品書や請求書単体での報告はできません。
○金融機関の窓口やATMで振り込まれた場合は、振込票と合わ

せて、支払内容等が分かる請求書等を添付してください。

②金額は正しく書かれている
か

○ポイント等を利用した割引分のほか、金券や商品券で支払わ
れたものは対象外となります。

○金額の修正が必要な場合は、発行者に再発行を依頼してくだ
さい。

③申請団体あての領収書か
○発行者に、申請団体の正式名称の記載を求めてください。原

則として団体の略称や通称、個人名があて名となっている領
収書は対象となりません。

④但し書きは記入されている
か

○「お品代」等、内容がわからない場合は、請求書等内訳が分
かる資料を添付してください。
※ 補足説明等が必要な場合は、貼付台紙の余白部分に記載し

てください。

⑤立替払しているものはない
か

○インターネットなどで物品を購入し、申請団体構成員等が立
替払を行った場合は、立替払を行っている立替者から団体あ
ての領収書及び仕様や単価、数量等の明細が分かる書類（請
求書や内訳書等）を添付してください。

⑥発行者が明確か
○発行者が特定できるものが対象となります。領収書発行会社

名や住所、氏名、印等があることを確認してください。

⑦受領年月日に間違いはない
か

○原則として交付決定日以降の支出が対象となります。事前着
手届を提出した場合は着手（予定）年月日以前の領収書も対
象となります。ただし、実績報告日以降に購入された物品等
の領収書は対象外です。

○実施事業日と異なる日付の場合は、その理由を明らかにして
ください。
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②領収書の記載例

●対象となる領収書・受領書の例
例１）レシートの例

例２）会社発行の領収書の例

領 収 書

ホームセンター△△店
2021年12月5日

コピー用紙 ￥ 420 *1 内
□□ ￥ 360 *1 内

合計 ￥ 780
（内税 ￥ 58）
お預かり ￥1000
お釣り ￥ 220

購入日及び内容から、交付決定事業のために支出
されたことが明確にわかる消耗品等については、
内訳がわかるものであればレシートによる報告も
可能です。
この場合、あて名や受領印は不要です。

請求書
●▲を■する会 様

領収書
●▲を■する会 様

金 １００，０００円
但し チラシ印刷代 として

上記金額を領収いたしました。

令和3年10月1日 (株)地域力印刷
代表取締役 地域力 太郎
〒123-0000
京都市上京区●●●－●●
TEL 075-000-0000
FAX 075-000-0000

印
紙

印
印

あて名は交付決定団体名を記入
部会名、個人名、イベント名、略称にせ
ず、交付申請書と同一の名称での記入を
依頼してください。

日付の記入
領収した年月日を記入しても
らいます。

金額・但し書きの記入
但し書きは支払の対価となる内容、単価、数量が
わかるように記入してもらいます。
領収書に記入できない場合は、別紙でレシート、
納品書、請求書等内容がわかるものを添付してく
ださい。

(株)地域力印刷
代表取締役 地域力 太郎
〒123-0000
京都市上京区●●●－●●
TEL 075-000-0000
FAX 075-000-0000

印

令和3年9月28日

内容 仕様 単価 数量 合計

12月10日イベント告知チラシ
Ａ４　両面カラー
マットコート　●g/m2

20 5,000 100,000

ご請求金額 100,000円（税込）

社印・代表者印の押印
会社の社印もしくは代表者印
が必要です。押印不要の判断
は各社の判断にゆだねます。

例３）謝金の領収書の例

領収書
●▲を■する会 様

金 30,000円

但し ●▲に関する講演会講師謝金 として
（令和2年12月13日 9:00～12:00 会場：□□ホール）

上記金額を領収いたしました。

令和3年12月13日
住所
京都市下京区●●1-1

氏名
地域 力太郎印

あて名は交付決定団体名を記入
部会名、個人名、イベント名、略称にせ
ず、交付申請書と同一の名称での記入を
依頼してください。

受領者の記名・押印
謝金を受領した方の住所、氏名の署名
又は記名押印が必要です。

金額・但し書きの記入
但し書きは何に対する謝金かがわかるよ
うに記入してもらいます。
謝金の上限額に係る時間や日数等は、記
入を依頼するか、貼付台紙の余白に追記
するか、依頼内容の詳細がわかる別紙を
添付してください。
内容がわからないものは対象外となりま
す。

日付の記入
領収した年月日を記入し
てもらいます。 12



注意！！このような領収書は対象となりません
●対象とならない領収書・受領書の例
例１）対象とならないレシートの例

例３）対象とならない謝金の領収書の例

領収書
●▲を■する会 ■●プロジェクト部会 様

金 30,000円

但し 謝金 として

上記金額を領収いたしました。

令和 １ 年 12 月 13 日
住所
京都市下京区●●1-1

氏名
地域力 太郎印

あて名が部会名のため、対象となりませ
ん。交付申請書と同一の名称での記入を
依頼してください。

書き損じ等の理由で訂正をする場合は、
受領者による訂正と、受領者印と同じ訂
正印が必要です。
団体側での追記・修正は絶対にしないで
ください。

誰が謝金を受領したのかがわかる
よう、住所の記入が必要です。

例のように「謝金として」のみでは、何
に対する謝金かがわからないため、対象
となりません。但し書き何に対する謝金
かがわかるように記入してもらいます。

例２）対象とならない領収書の例

領 収 書

ホームセンター△△店
2021年3月25日

部門１ ￥ 420 *1 内
部門１ ￥ 360 *1 内

合計 ￥ 780
（内税 ￥ 58）
お預かり ￥1000
お釣り ￥ 220

支出内容がわからないため、内容がわかる領収書を
別途請求する必要があります。

領収書
交付 金子 様

金 １００，０００円
但し お品代 として

上記金額を領収いたしました。

令和3年10月1日 (株)地域力印刷
代表取締役 地域力 太郎
〒123-0000
京都市上京区●●●－●●
TEL 075-000-0000
FAX 075-000-0000

印
紙

印
印

あて名が個人名のため、対象となりませ
ん。交付申請書と同一の名称での記入を
依頼してください。

「○○一式」「お品代」「○○用品」
等では内容がわからないため、対象と
なりません。但し書きは支払の対価と
なる内容、単価、数量がわかるように
記入してもらいます。
領収書に記入できない場合は、別紙で
レシート、納品書、請求書等内容がわ
かるものを添付してください。

領収日が対象期間内の支出ではないため対象となりませ
ん。

印
３

原則として事業に必要な支出のみが記載されたレシート
が必要です。自宅用等、関係のないものとはレシートを
分けるようにしてください。

13



③領収書の整理方法

但し書き部分に謝金の上限額に係る時

間や日数等の記入がない場合は、貼付

台紙の余白に追記するか、依頼内容の

詳細がわかる別紙を添付してください。

※領収書に直接メモをしないでくださ

い。

領収書は、以下の例を参考にしてわかりやすく整理してください。

内容が判別できない領収書は対象となりませんのでご注意ください。

領収書には必ず「領収書No.」を割り
振り、番号順に貼り付けてください。
支出内訳兼領収書一覧表（別紙4-3）
への番号記入も忘れずにお願いします。

A4用紙に領収書が重ならない、折り曲

がらないよう貼り付けてください。領

収書が重なったままコピーされている場

合、再度提出していただくことになりま

すのでご注意ください。

●ワンポイントアドバイス
１．A4サイズの領収書等、台紙に貼り付けることができない大きい領収書は、余白に

領収書No.等を記載して対応しましょう。
２．枠からはみ出す長いレシートや領収書は、枠をまたいで貼り付けましょう。折り

曲げたり、重ねたりしないよう気をつけましょう。

３．貼付台紙は、管理しやすくなるよう収支決算書の各項目毎に分けて作りましょう。

【例】謝金・旅費・諸費など

●領収書を貼り付ける前にチェックしてください！
□あて名は交付申請書と同じ名称ですか？
□領収日は記載されていますか？
□金額が記載されていますか？
□但し書き及び支出内容は記載されていますか？

箱にためて後でまとめてやるのは、領収
書の紛失や事業期末のバタバタを引き起
こすのでやめましょう！

領収書のまとめ方の例
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（１）事業の変更や取下げなど

交付金の申請後、事業内容の変更や中止、取下げ等の必要が生じた場合には、以下の書面に

より承認を得る手続きが必要となります。そのような変更等の見込みが生じた場合は、判明し
た時点で必ず社会教育課まで相談してください。

◎手続きの期限は、令和４年３月１4日（月）までとなります。
手続きが期限に間に合わない場合は、申請内容の承認ができない可能性もあ

りますので、必ず期限までに手続してください。

①申請事業の計画が大幅に変更となる場合等

必要書類（各１部） 備考

事業変更承認申
請書
（第２号様式）

京都府教育委員会教育長
あて

必須

(公財)京都府市町村振興
協会理事長 あて

協会からの交付決定を受けている場合のみ提出

事業計画書（別紙1－1）

変更する計画を反映した事業計画書を事業変更承認申請書
に添付してください。補足資料が必要な場合は別途資料を
添付してください。

収支予算書（別紙1－3） 変更する計画を反映した収支予算書を事業変更承認申請書
に添付してください。

支出予算内訳表（別紙1－4） 変更する計画を反映した支出予算内訳表を事業変更承認申
請書に添付してください。

Ｑ＆Ａ

Ｑ．支出の内容が申請した内容から変わる予定ですが、変更の手続が必要ですか？
Ａ． 変更の内容によっては、書面による変更承認手続が必要となる場合もありますので、事前に必

ず社会教育課へ相談してください。

ただし、講師の変更等により旅費が増えた場合や、事業の参加者が増えたことなどの理由で想
定以上に会場費や消耗品費が必要となった場合など、やむを得ない理由があって「旅費」や「諸
費」が多少増減したという範囲であれば事前相談は必要ありません（実績報告で確認します。）。
※対象事業費が増額しても、交付金の増額は認められません。

３．事業実施の留意点

15



②住所、代表者等の団体情報を申請時から変更した場合等

③事業を中止又は廃止する場合等

④事業は実施するが、交付金を活用しなくなった場合等
（事業は実施するが、本交付金以外の収入が増えたなどの理由で交付金が不要となった

場合等）

【注意事項】

・変更承認申請の手続きなく、申請時から変更して実施された事業に要した経費は交付金
の対象経費に含めることはできません。

・事業内容の変更や交付申請の取下げについては、京都府教育委員会の承認を得る必要が
あります。

・振込口座情報（名義人等）を変更されたまま社会教育課への届出がなく、振込不能とな

る事例が多発しています。必ず変更した時点でご連絡をお願いします。

必要書類（各１部） 備考

交付申請
取下書

京都府教育委員会教育長
あて

必須

(公財)京都府市町村振興
協会理事長 あて

協会からの交付決定を受けている場合のみ提出

必要書類（各１部） 備考

中止(廃止)承認
申請書
（第3号様式）

京都府教育委員会教育長
あて

必須

(公財)京都府市町村振興
協会理事長 あて

協会からの交付決定を受けている場合のみ提出

16

必要書類（各１部） 備考

交付申請書記載
事項変更届
（参考様式）

京都府教育委員会教育長
あて

必須

(公財)京都府市町村振興
協会理事長 あて

協会からの交付決定を受けている場合のみ提出

変更のある添付資料

交付申請時の添付書類（定款・会則、役員名簿、団体の概
要等）に変更が生じた場合は、変更後の書類を提出してく
ださい。振込口座情報の変更がある場合は、変更後の口座
振替依頼書（別紙１－6）を提出してください。



（２）概算払

交付決定後、正当な理由（財政基盤が脆弱かつ立替払が困難で事業実施に当たり支障をきた

すなど）がある場合に限り、当面必要とする金額について、京都府分の交付決定額の１／２を

上限に、概算払として請求できます（京都府分のみ。（公財）京都府市町村振興協会（以下、

「協会」と言います）分は請求不可）。

概算払を希望する団体は、「概算払請求書」に必要事項を記入・押印の上、提出してくださ

い。

【注意事項】

●請求最終締切：令和３年12月１日（水）
・実績報告において、「確定額」が「概算払額」を下回った場合、差引額の返還を求めるこ

とになりますので、当面必要とする最低金額を請求してください。

・概算払請求日時点で申請事業が完了している場合は、概算払の請求ができません。

・「概算払請求書」を提出後、お支払いには３週間程度を要します。

提出日を記入してください。

団体情報（団体所在地など）は、
交付申請書と同一にしてください。

指令書に記載された府の交付決定
額を記入してください。

交付決定日（指令書※の日付）を
記入してください。
※左上に「京都府教育委員会教育長指
令」とある文書に記載の日付

概算払を請求する理由を選択してくだ
さい。その他を選択した場合は具体的
な理由を記入してください。
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４．その他

（１）購入備品の管理

№ 品名
(品番)

購入年月
日

購入金額 保管期限
(耐用年数)

１

２

・備品台帳様式

備品 No.１

令和３年度京都府地域交響プロ
ジェクト交付金

所有者 ： ○○○○実行委員会

・備品ラベル様式

交付金により購入した備品は、『減価償却資産の耐用年数等に関する省令』（昭和４0
年大蔵省令第15号）に定める期間、使用・保存する必要があります。ラベル貼付や台帳
の作成を行い、適切に管理してください。

なお、上記期間を経過せずに処分等された場合は、交付金を返還していただくことがあ
りますので、備品の処分や譲渡等を行う場合は、事前に社会教育課まで相談してください。

その他、備品を交付金の目的以外に使用することや、交換、貸付け、担保にするなどの

場合にも制限がありますので、注意してください。

【様式例】

（２）証拠書類の保管

交付決定事業に係る収支の証拠書類（帳簿や通帳、領収書など）は、事業実施年度の終
了後5年間の保存が必要です。また、交付金に係る予算執行の適正を期するため、必要があ
るときは府等から報告を求めたり、現地検査を行うことがあります。

なお、5万円以上の領収書には、印紙税法上、収入印紙の貼付が必要となりますので適切
な手続をお願いします。
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実 績 報 告 書 様 式
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23

　　　　　　　　令和３年度地域交響プロジェクト交付金　報告書類

(別紙４－２)

団体名：

１　収　入

項　目 金 額(円) 備　考

市 町 村 補 助 金

民 間 助 成 金

0

自 己 資 金 0

収入合計（B）･･･支出合計（E）と一致すること 0

２　支　出　（項目ごとに支出内訳兼領収書一覧表を別途添付）

金 額(円)

うち、京都市域内

実施額

京都市域外

実施額

団体構成員謝金 0

外部講師等謝金 0

0

団体構成員旅費 0
団体構成員への支給上限

10万円

外部講師等旅費 0

0

0

0

0 0 0

３　対象外経費　（収入が支出を超過する場合のみ記入）

金 額(円)

うち、京都市域内

実施額

京都市域外

実施額

支出合計（E）：(Cの右端欄)＋(Dの右端欄) 0

４　実績報告に基づく交付金額算出表　　

（対象事業分） （団体運営力向上プログラム分）

・京都府分 0 ＋ ＝

・市町村

　振興協会分
0 ＋ ＝

市町村振興協会分（※京都市域のみで事業実施する場合は交付対象外）

対象外経費    （D）

対象経費　　計（C）

項　　　目

支出内訳兼

領収書一覧

表No.

備 品 購 入 費

外 注 費
（ 対 象 経 費 の 1/2 以 内 ）

諸 費

人 件 費
( 重 点 課 題 対 応 プ ロ グ ラ ム の み 対 象 )

旅 費

0

0

（実績報告に基づく交付金額算出額）

備　考

交付率

１/３

（※京都府使用欄）

うち、交付対象外経費

（D）への充当額（円）

※１、２、４の太枠内は必ず記入してください。

　３は該当の場合のみ記入が必要です。

謝 金

項　　　目 備　考

支出内訳兼

領収書一覧

表No.

収 支 決 算 書

交 付 金 （ A ）

事 業 収 入

単価上限:既定の範囲内

総額上限:対象経費の

　　　　 １／３以内

内　訳

市町村補助・民間助成金の名称や、事業収入の

積算単価・数量等を具体的に記入してください。

京都府分
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